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Ⅰ はじめに

昨今の日本企業の海外進出の拡大，さらに
世界の政治・経済・社会情勢の流動化に伴
い，日本企業を取り巻くリスクは急速に多様
化している状況である。当然ながら，日本企
業がクライシスに遭遇する頻度は非常に高ま
っていると言える。

海外で活躍する企業を取り巻くリスクとし
ては，大きくコマーシャルリスク（契約書等
でヘッジが可能なリスク）とカントリーリス
ク（コマーシャルリスク以外１）に大別する
ことができるが，今号では，主にカントリー
リスクを中心に世界の国・地域のリスク・ク
ライシスの特徴について見てみたい。なお，
下記はあくまでも世界の国・地域，それぞれ
の特徴的なリスク・クライシスについて述べ
たものであり，どの国・地域においても，程
度の差はあるものの，すべてのカントリーリ
スクおよびこれに関わるクライシスが存在し
ていることに留意する必要がある。

Ⅱ 日　本

世 界 銀 行 が 毎 年 発 表 し て い る「Doing 
Business Ranking」の最新版（2017年版）に
よれば，日本の投資環境・ビジネス環境は世
界190カ国中34位となっており，欧米に比べ

ても遜色ない水準を維持している。また，各
種カントリーリスクの格付けでも，日本は非
常に良い評価となっており，日本では政治，
経済，社会問題等のカントリーリスクは高く
ないのが実情である。

一方，日本では自然災害のリスクが際立っ
ている。日本はユーラシアプレート，北米プ
レート，フィリピン海プレート，太平洋プ
レートがぶつかり合う地域に位置しているこ
とから，全世界で発生するマグニチュード
6.0以上の地震の20.5%が日本で発生し，全世
界の活火山の7.0%が日本にあると言われてい
る（内閣府「平成29年版　防災白書」）。

また，日本では地震，噴火といった自然災
害の他，日本近海で年間20以上発生する台風
による風水害というリスクも高い。さらに，
日本の地勢が起伏に富んだ地形となっている
ことから，洪水，土砂災害等も数多く発生す
るという特徴もある。そのため，日本におい
ては自然災害による事業継続上のクライシス
に遭遇するリスクが高いと言える。

Ⅲ アジア地域

アジア地域と言った場合，地理的に非常に
広い範囲となることから，ここでは，中国，
東南アジア，インドを中心にまとめる。

中国は世界最大の人口を有する大国である
が，その最大の特徴は，政治体制が中国共産
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党を中心とした社会主義体制となっている一
方，経済は資本主義的な政策がとられている
ことである。そのため，海外企業が中国で活
動する場合には，政治的なリスクに注意が必
要である。たとえば，日本と中国との政治的
な問題（靖国神社参拝問題，尖閣諸島領有権
問題，歴史教科書問題，東シナ海ガス田問題
等）により，大規模な反日抗議デモに発展し，
進出企業が多大な被害を受ける場合もある。

また，中国では各種法制度の制定が発展途
上となっていることから，急激に法制度が変
化する場合もあることに留意が必要である。
さらに，中国は広い国土を有する国であるこ
とから，自然災害リスクも高くなっている。
たとえば，洪水，地震等は高い脅威となって
いる。また，それ以外の自然災害リスクも高
く，火山噴火以外のほぼすべてのリスクがあ
るとされている。

東南アジアのリスク・クライシスを考える
うえで，最も留意が必要なのが，法制度の問
題である。東南アジアはASEANを中心に
11カ国あるが，すべての国が独自の言語を持
ち，法制度もそれぞれ違うということに留意
する必要がある。日本企業の中には，シンガ
ポール，タイ等に東南アジアの統括拠点を置
く場合もあるが，言語，法制度がすべて違う
ため，統括拠点がこれらの多様性に対応でき
ない場合も少なくないのが実情である。

さらに東南アジアの場合，シンガポール以
外のほとんどの国においては，社会インフラ
が未整備である国も多い。たとえば，世界経
済 フ ォ ー ラ ム が 毎 年 発 表 す る「Global 
Competitiveness Report」 の 最 新 版（2016-
2017版）では，世界138カ国中，フィリピン
が112位となる等，インフラ整備の遅れが見
られる。

また，政府機関における腐敗の度合いが高
いこともリスクの多様化を助長している。た
とえば，非政府組織であるトランスペアレン

シー・インターナショナルが毎年発表する
「腐敗認識指数ランキング」の最新版（2016年
版：ランキングが低い程腐敗の度合いが高
い）によれば，世界176カ国中，ミャンマー
が136位，カンボジアが156位となっている。

東南アジアは地勢が複雑であることから，
自然災害リスクが非常に高くなっている。た
とえば，国連が毎年発表している「World 
Risk Report」の最新版（2016年版）によれ
ば，自然災害リスクのランキングでは，フィ
リピンが171カ国中３位，ブルネイが７位，
カンボジアが９位，ベトナムが18位，インド
ネシアが36位となっており，自然災害リスク
が相対的に高いことがわかる（ちなみに日本
は17位となっている）。そのため，事業継続
上のクライシスに遭遇する可能性が非常に高
いと言える。これ以外では，東南アジアの場
合，テロ脅威が高い国が多い事にも留意が必
要である。

インドは南アジアの中では，独立以来，
クーデター等で政権交代がなかった唯一の国
であり，「世界最大の民主国家」とも言われ
ている。民主的な手続が重んじられているた
め，政策決定に時間を要するという問題もあ
る。たとえば，インフラ整備の遅れは，この
ような点に起因している。

インドにおける最大のビジネスリスクの１
つが労務リスクである。インドの労働法令の
最大の特徴は労働者保護の面での規制的側面
が強いことがあげられる。また，労働法令は
州レベルでも一定の範囲内で制定・修正が可
能であり，州ごとに労働条件が変わる場合が
あることにも留意が必要である（憲法で連
邦・各州政府の権限が明記されており，労働
法令は国・州の共管とされており，州により
労働規制の実態は異なる場合がある）。

また，インドにおける労務管理で留意が必
要なのがカースト制度である。インド憲法
15条においては，宗教・人種・カースト・性
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別・出生地等による差別を禁止しているが，
同憲法では特定のカースト・部族等（Scheduled 
Castes（SC）・Scheduled Tribes（ST）・Other 
Backward Class（OBC））の社会的弱者への
積極的差別是正措置についても明記しており，
現状においてもカースト制度はインド社会全
般に根付いていると言われている。

さらに，労働組合の活動も活発であり，企
業内・職場内に複数の労組が併存する場合も
多く，小規模労組が乱立する場合もあること
から，ストライキ等の労働争議が頻発・過激
化する背景となっている。

インドにおいては，連邦制の国家であるこ
とにも留意が必要である。たとえば，連邦の
権限としては，国防・外交・通信・通貨・関
税を主管するが，州政府は法と秩序・公衆衛
生・教育・農林漁業等を主管するとしてい
る。また，経済計画・社会保障・労働・貿
易・産業は共管事項となっており，企業活動
において，州政府の権限が大きいことが，汚
職・腐敗が発生しやすい土壌である。また，
インドは民主主義が浸透している反面，行政
機関での許認可等に長時間を要する場合が多
いことも，汚職・腐敗を助長する要因とされ
ている。この他，インドではテロ脅威が高い
ことにも留意が必要である。

Ⅳ 北米・南米地域

北米大陸（米国・カナダ）は西側で地震が
多発し，東側ではハリケーンの影響がある
が，全体的には自然災害のリスクは低い。ま
た，それ以外のカントリーリスクも低い状況
となっているが，今年に入り，トランプ政権
が誕生したため，米国においては政治的に不
安定化している状況も見られる。

米国においては昨今，政治，経済の問題の
他に社会問題も顕在化している。白人警官に

よる黒人の殺害に端を発した大規模な抗議デ
モ，白人至上主義団体とこれに反対する団体
が衝突した事件等は記憶に新しい。また，米
国社会では所得格差の拡大が顕著であり，こ
れに抗議する市民によるニューヨークのウ
ォール街の占拠事件（2011年９月〜）も発生
している。これらの傾向は今後米国社会に深
刻な影響を与え，リスクを多様化する要因と
なっている。さらに，2013年４月のボストン
マラソン爆破テロ事件，2016年６月のフロリ
ダ州でのナイトクラブ襲撃テロ事件等，テロ
脅威も非常に高くなっていることにも留意が
必要である。

メキシコでは，1982年８月に累積債務問題
が表面化し，政府は債務のモラトリアム（支
払猶予）を宣言した等，経済的な問題もあ
る。一方で，1994年１月に北米自由貿易協定

（NAFTA）が発効し，空前の投資ブームと
なり，現在では日本企業の進出が加速してい
る。しかしながら，トランプ政権の誕生に伴
い，その先行きは不透明な状況である。

メキシコでは1910年にメキシコ革命が発生
し，1917年２月にはメキシコ革命憲法が制定
された。この憲法の下，農地改革，鉄道・石
油産業の国有化等が実施された。その後，
1929年 か ら2000年 ま で は， 制 度 的 革 命 党

（PRI）の実施的な独裁政権が続いた。一方，
このPRIの長期政権はメキシコ社会における
汚職構造を浸透させたとも言われている。

メキシコにおいて，企業にとっての大きな
リスクは労務リスクである。連邦労働法は
1931年の制定以来，これまでに40回以上改正
されているが，その大原則は労働者保護であ
る。たとえば，法律の解釈に疑義が生じた場
合には労働者に有利な解釈が適用されている
点等はメキシコ特有であるとされている。ま
た，解雇に関しては，連邦労働法47条に懲戒
解雇の際に必要な相手方への通知等の煩雑な
手続が定められているため，事実上，懲戒解
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雇は困難とされている。
この他，メキシコでは西側を中心に地震リ

スクが高く，東側はハリケーン等のリスクが
高いことから，自然災害リスクは相対的に高
い状況である。

ブラジルは国土が広い割に自然災害リスク
が非常に低いという特徴がある。一方で，い
ろいろなリスクを内包している。たとえば，
海外企業がブラジルで活動する場合，よくあ
げられるリスクが治安に関するリスク，納税
に関わるリスク，労務リスク，通関に関する
リスクである。

ブラジルは世界有数の犯罪発生率であるた
め，自ずと治安対策の措置が企業には求めら
れる。特に都市部においては，ファベーラと
呼ばれるスラム街が点在していることから，
治安悪化を助長している。また，納税につい
ては，連邦税，州税等，100を超える税金が
あるとされ，料率も頻繁に変わることから，
企業側の負担は非常に大きい。また，多くの
企業が当局との間で，係争となっていること
も少なくない。

労務リスクとしては，メキシコ同様に労働
者保護が明確となっていることから，企業側
の負担が大きいうえ，年間200万件を超える
労働裁判が起きているとされている。ブラジ
ルで労働裁判が多い理由としては，労働訴訟
の訴訟要件が極めて緩和されている点，訴訟
コストが廉価である点，さらに，労働訴訟に
特化した弁護士は成功報酬制で訴訟を受任す
るため，容易に弁護士に依頼することが可能
である点等があげられる。一方で，労働裁判
は長期化することも多く，その点も企業にと
っては大きなリスクとなっている。

通関，特に輸入品が港等で留め置かれる
ケースが少なくない。場合によっては，追加
の費用を支払わなくてはならない場合も多い
とされている。上記のような治安，納税，労
務，通関への対応に要する費用は「ブラジル

コスト」と総称されている。
ちなみに，ブラジルとメキシコに共通する

リスクとしては，治安問題の他，所得格差の
問題がある。この問題は深刻であり，このこ
とが社会的に不安定化する要素を持っている
と言える。

Ⅴ 欧州地域

西欧から東欧にかけての広い範囲において
は，比較的安定的な大陸に位置していること
から，南部の一部を除いて，地震のリスクが
低い。また，それ以外の自然災害リスクも小
さいという特徴がある。

また，西欧から東欧にかけて，主要国（28カ
国）は欧州連合（EU）に加盟し，その多くの
国が通貨ユーロを導入していることから，EU
域内での為替リスクも小さいという利点があ
る。法令は各国ごととなっているが，全体が
EU法の下にあることから，法制度に関する
リスクも相対的に低い状況である。

一方で，通貨ユーロを導入し，中央銀行が
金融政策を司っているものの，財政政策等は
各国に任されていることから，2010年以降の
ギリシャ経済危機，その後のスペイン，ポル
トガル等への危機の連鎖等の問題が，今後も
発生する可能性が指摘されている。さらに，
2016年６月には英国が国民投票でEU離脱を
決定した等の問題もある。

これらの諸国においては，昨今大きな懸念
となっているのが，テロ脅威の急激な拡大で
ある。また，多くの国が大衆迎合的な政策を
とっていることから，極右政党への支持が拡
大しており，外国人排斥等の風潮を助長して
いる。このことがテロ脅威の拡大につながる
という悪循環となっている。

ロシアは世界最大の面積を有する国である
が，その割に自然災害リスクは小さい（極東
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地域では地震リスクが高い）。一方で，ロシ
アは2014年以降，ウクライナ東部における内
戦に関与し，クリミア半島を併合する等によ
り，国際社会から孤立している状況である。
そのことが多くのリスクを助長している。

また，ロシアは連邦制をひいているもの
の，中央政府の権限が強大であり，場合によ
っては経済問題にも大きく関与，干渉するこ
とも少なくない。また，政府の腐敗問題も深
刻であり，企業活動は大きな制約を受けるこ
ととなる。

Ⅵ 中東・アフリカ地域

中東からアフリカにかけての地域は元来，
民族，宗教等を基にした部族社会であった
が，20世紀に入り，その多くが独立した。し
かしながら，部族社会を基にした国境線とは
ならなかったため，政治的，社会的に多くの
問題を内包している。

また，政治的にも民主制が浸透することが
困難であるため，王国，独裁制となっている
国も少なくない。そのため，これに反発する
活動も多く，政治的に不安定化していると言
える。

中東地域は比較的，王政が中心となってい
るが，2011年以降の「アラブの春」により，
大きく揺れている。特に，王政以外のシリ
ア，イラクでは内戦状態となっており，不安
定化している。一方で，湾岸諸国会議（GCC）
諸国等は王政をひいているため，比較的安定
しているが，今後急激な変化の可能性も指摘
されている。この他，中東地域では，テロ脅
威が極めて高いということに留意が必要である。

アフリカ地域においては，腐敗問題，治安
問題，格差問題，医療・衛生問題等の問題が
山積している状況である。しかしながら，ア
フリカ大陸には54カ国があることから，その

それぞれに特徴があり，一概にカントリーリ
スクを概観することは困難である。

たとえば，南アフリカについては，1994年
のマンデラ政権誕生後，政治的に安定し，地
下資源にも恵まれていることから，安定的な
経済発展を続けており，日本からの進出企業
も多い。しかしながら，ここ数年は，政治
的，経済的にも不安定化している状況となっ
ている。
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